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令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

総括研究報告書 

 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

 

研究代表者 平林直次  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

本研究の研究期間は 2 年間であり、本報告書はその初年度としての中間報告である。本研究班で

は、通院処遇に関する実現可能なモニタリングシステムの提案、通院処遇の現状や課題の把握とその

解決策の提示、入院対象者の類型化に基づくクリティカルパスの提示や指定入院医療機関の医療の均

てん化、医療観察法医療に関する人材育成の促進に関する研究を進めた。 

1) 通院処遇 

通院処遇モニタリングシステムについては、正確性、実行性、費用対効果を考慮しインターネット

回線を利用した Electronic Data Captureシステムによるデータ入力とクラウドサーバーによるデー

タ保存・管理を行う方針として開発を進めた。 

通院処遇の実態調査では困難事例の特徴を抽出し、急性増悪や他害・問題行動そのものや、それら

の未然防止に医療機関は困難さを感じている実態が明らかになった。また通院処遇事例の持つ複雑で

多様な課題やニーズを分類し、それらに対する支援例をまとめた。指定入院医療機関と指定通院医療

機関との相補的連携や、警察との連携などの新たな試みも行われていた。 

2) 入院処遇 

通院処遇移行までの入院処遇日数と処遇終了率から機能を評価し、指定入院医療機関の類型化を進

め、また入院処遇日数と処遇終了率に影響を与える要因を抽出した。 

精神科診断 6つをとりあげ、クリティカルパス案を作成した。現在、クリティカルパスを使用して

いる施設は半数程度に留まり、クリティカルパスの意義を明確にした自由度の高いクリティカルパス

を作成し、使用率の向上を目指すこととした。 

3) 医療観察法医療にかかる人材育成 

医療観察法医療に関する教育や研修の不足が指摘され、時間や人員の制約を克服するために、オン

ライン・オンデマンド研修や全施設共通の導入研修、系統的な教育システムの構築が必要と考えられ

た。 

分担研究者氏名 （順不同、敬称略）  

竹田康二  国立精神・神経医療研究セン

ター病院 

久保彩子 国立病院機構琉球病院  

柏木宏子  国立精神・神経医療研究セン

ター病院 

壁屋康洋  国立病院機構榊原病院  

村杉謙次 国立病院機構小諸高原病院  
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賀古勇輝  北海道大学病院附属司法精神

医療センター  

 

Ａ．研究目的  

医療観察法制度における入院処遇では、

重度精神疾患標準的治療法確立事業により

入院データベースが構築され、実態把握や

課題の整理が進んでいる。一方、通院処遇

では、同様のデータベースは存在せず、実

態の把握や課題の検討は十分には行われて

いない。各種指標からすると予後や転帰は

良好であることが知られているが、指定通

院医療機関をはじめ関連機関による個別の

手厚い医療の提供によって支えられている

ところが大きく、その詳細は不明のままで

ある。 

 入院対象者の類型は明らかになったが、

入院処遇ガイドラインには統合失調症の典

型例のクリティカルパスしか示されておら

ず、類型化に基づく治療や処遇は示されて

いない。また、指定入院医療機関の医療や

処遇判断にはバラツキが存在し、均てん化

が求められる。標準的な治療やケアを提供

するためには人材確保が必要であるが、特

定の職種や地域での人材不足が続いている

のが現状である。 

 本研究の主たる目的は、通院処遇に関す

る実現可能なモニタリングシステムの提案、

通院処遇の現状や課題の把握とその解決策

の提示、入院対象者の類型化に基づくクリ

ティカルパスの提示や指定入院医療機関の

医療の均てん化、医療観察法医療に関する

人材育成の促進である。 

 

Ｂ．研究方法  

入院処遇から通院処遇の移行にとどまら

ず、処遇終了から精神保健福祉法に基づく

医療への円滑な移行を視野に入れ、指定通

院・入院医療機関の多職種チーム、訪問看

護ステーションスタッフ、保護観察所の社

会復帰調整官、都道府県や市町村の行政担

当者、社会復帰施設の支援・援助者を積極

的に研究協力者として活用し、職際的な研

究を行う。下記、6 つの分担研究班を組織

する。各分担研究班の役割の明確化、連携

強化を目的として研究班会議を開催する。  

なお、2 年間の研究期間を予定してお

り、本年度はその初年度である。  

1) 通院処遇モニタリングシステムの構築

に関する研究（竹田班）  

 重度精神疾患標準的治療法確立事業によ

り構築されたネットワークやシステムを有

効活用することによって費用対効果が高

く、早期の実現可能性の高い通院処遇モニ

タリングシステムの構築の道筋を示す。初

年度には、入院データベースシステムの構

築に関わった医療関係者やシステム開発の

技術者を交え、システムに求められる要件

を明らかにする。次年度には、システム要

件に基づいた具体的かつ実現可能な通院処

遇モニタリングシステムを開発し、小規模

なトライアル研究を行う。  

2) 通院処遇の実態把握と課題に関する調

査とその解決策の検討 (久保班 ) 

 令和 5 年度には、通院処遇の実態把握、

個別の医療機関による手厚い医療 (good 

practice)を明らかにするために、入院処

遇を終了した対象者に関して通院複雑事例

の背景を明らかにする実態調査（施設調

査、個別調査）、通院処遇終了後調査、退

院時処遇終了者調査の 3 つの調査を実施す

る。 

令和 6 年度には、引き続き通院処遇の実

態や課題を整理するとともに、手厚い医療

を明らかにする。 

3) 指定通院医療機関の医療および関連機

関との連携に関する研究  ―複雑事例―

(柏木班) 
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 令和 5 年度には通院医療の経験を豊富に

持つ都市部と郡部の少なくとも 2 つの調査

対象地域を選定し、多様なニーズのある事

例の通院処遇の実態や課題を調査する。調

査結果を踏まえ、将来的な精神保健福祉法

の地域包括的ケアシステムとの合流も視野

に入れ、他の地域への応用を可能とする、

指定通院医療機関や関連機関による地域ケ

ア体制のあり方や事例集をまとめる。  

4) 入院対象者の類型化に基づくクリティ

カルパスの開発と退院促進 (村杉班) 

 令和 5 年度には、すでに報告されている

入院処遇 12 類型から臨床的必要性の高い

類型を絞り、入院処遇ガイドラインのクリ

ティカルパスを基本としつつ、指定入院医

療機関の多職種チームからなるワーキング

グループによりクリティカルパス案を作成

する。令和 6 年度には、病棟から地域への

円滑かつ迅速な移行を視野に入れ、指定通

院・入院医療機関や社会復帰調整官も含む

班会議を開催し、類型化に基づくクリティ

カルパスを完成する。 

5) 指定入院医療機関の医療や処遇の均て

ん化に関する研究 (壁屋班 ) 

 通院処遇移行までの入院期間と処遇終了

の運用には、事例ごとに、また医療機関ご

とにバラツキが存在し、対象者要因と施設

要因が影響を与えている。令和 5 年度には、

入院データベースを活用し、通院処遇移行

までの期間や処遇終了の運用に対する施設

要因を分析する。指定入院医療機関への施

設単位調査を実施し、通院処遇移行までの

期間の長短・処遇終了率の多寡と関連する

要因を調査する。令和 6 年度には、令和 5

年度の結果を踏まえて典型例となる数施設

を抽出し、Web による聞き取り調査や訪問

調査を行う。入院期間の短縮、処遇終了率

の低下に有効と考えられる試みを明らかに

しガイドライン改訂の基礎資料とする。 

6) 医療観察法に必要な人材育成に関する

研究(賀古班) 

 令和 5 年度には、指定入院医療機関（全

35 施設）、指定入院医療機関の医療従事

者、指定通院医療機関（病院・診療所全

697 施設、訪問看護ステーション全 693 施

設）、相談支援事業所（ 57 施設）、就労支

援事業所（25 施設）、グループホーム（ 28

施設）、大学で精神医学を担当する教室

（全 90 施設）、精神科専門研修プログラム

基幹施設（大学と合わせて全 242 施設）を

対象として、現状の教育・研修体制、従事

者の実態に関するアンケート調査を行う。

なお、医療観察法医療では多職種チームと

の協働が不可欠であり、他の職種から求め

られる資質についても調査する。令和 6 年

度には、班会議を開催し調査結果を検討

し、指定医療機関従事者等に求められる知

識や経験、教育・研修体制などを明らかに

する。 

（倫理面への配慮）  

本研究は、人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針に従って研究を

進める。また適宜、所属施設の倫理委員会

の承認を受ける。 

 

Ｃ．研究結果  

1) 通院処遇モニタリングシステムの構築

に関する研究（竹田班）  

データ収集システムについては、セキュ

リティ、費用対効果、実現可能性を踏ま

え、インターネット回線を利用した

Electronic Data Capture (以下、EDC）シ

ステムによるデータ入力とクラウドサーバ

ーによるデータ保存・管理を行う方針とし

た。通院処遇モニタリングシステムのデー

タ収集項目素案を選定した。データ収集項

目素案を基とした EDC システムの画面開発

を行った。 
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2) 通院処遇の実態把握と課題に関する調

査とその解決策の検討 (久保班 ) 

 全国 697 の指定通院医療機関を対象とす

る実態調査では、施設調査 169 施設、個別

調査 154 事例を回収した。公的病院は民間

病院や診療所と比較し、対象者の同時期の

受け入れが多く、困難さを感じる対象者の

割合が高い傾向を認めた。個別調査の結果

では、通院処遇早期に他害行為や病状悪化

を多く認めた。通院処遇上の困難さと関連

する要因として、男性、精神保健福祉法入

院、問題行動、他害行為、処遇の延長が抽

出された。テキストデータ分析では、急性

増悪や他害・問題行動の未然防止に関して

困難さを感じている実態が明らかとなった。

通院複雑事例では、信頼関係構築と情報共

有が特有の課題であった。  

 沖縄県および島根県における通院処遇終

了者 96 例の追跡調査の結果、通院処遇終了

後も問題行動の増加は認めなかった。ただ

し、特定の対象者に特定の期間に集中して

認められた。通院処遇中は多職種チーム医

療とアウトリーチ型支援が手厚く実施され

ているが、通院処遇ガイドライン以上に密

度の高い医療が提供されていた。  

 退院時処遇終了者調査では研究参加者数

が増加してきており、退院時処遇終了者の

多く、特に F0 および F2 症例が、医療観察

法病棟退院後、精神保健福祉法入院を継続

していた。 

3) 指定通院医療機関の医療および関連機

関との連携に関する研究  ―複雑事例―

(柏木班) 

 指定通院医療機関の多職種チームから全

43 例（国立精神・神経医療研究センター 25

例、琉球病院 18 例）について、支援者に聞

き取り調査を実施した。 

通院事例の課題やニーズは、服薬アドヒ

アランス不良、遵守困難、急性増悪、非精

神病性症状、生活能力、対人関係、物質使

用、反社会性(性暴力)、家族支援、その他

の項目に分類された。それらに対する支援

例をまとめた。複雑で多様なニーズを持つ

事例の場合、指定入院医療機関によるバッ

クアップ体制や警察などとの連携が活用さ

れていた。 

4) 入院対象者の類型化に基づくクリティ

カルパスの開発と退院促進 (村杉班) 

 クリティカルパスの使用状況は、全国の

指定入院医療機関 35 施設中 18 施設と半数

強に留まり、クリティカルパス普及が大き

な課題であった。普及率を向上するために

は、入院処遇ガイドラインへの掲載、厚生

労働省のホームページへの掲載、複雑事例

に対する介入方法も含めたクラウド上のデ

ータベースの作成、「医療観察法に必要な人

材育成に関する研究（賀古班）」と連携した

職員教育などが考えられた。クリティカル

パス導入の意義として、「入院期間短縮」と

「職員教育」に重点を置くことになった。

クリティカルパス案に共通する構造として

は、「導入時期の目安のチェックシートとし

てのシンプルな構造」とし、共通する内容

としては、「プロセス重視の方向性や目標設

定」とすることが決まった。  

 下記 6 疾患をとりあげ疾患別にクリティ

カルパス案を作成し、エキスパートによる

検討を行った。F0（症状性を含む器質性精

神障害）、F1（精神作用物質使用による精神

及び行動の障害）、F2（統合失調症，統合失

調症型障害及び妄想性障害）、F3（気分障害）、

F7（知的障害）、 F8（心理的発達の障害）。 

5) 指定入院医療機関の医療や処遇の均て

ん化に関する研究 (壁屋班 ) 

 通院処遇移行までの日数平均、処遇終了

率ともに施設間の有意差を認めた。平均在

院日数 732 日から 2,846 日に分布、処遇終

了率 0％から 38.7％に分布した。両者に有
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意な相関はなく、平均在院日数は短いが処

遇終了率が高い施設も見られた。  

平均在院日数は、地元自治体でのネット

ワーク研修、保護観察所との合同の企画、

通院処遇実施有無、通院処遇事例数、依存

症入院管理加算、児童・思春期精神科入院

医療管理料、施設基準の種類数と関連して

いた。また、処遇終了率は、看護師の女性

割合、倫理会議頻度、病院全体の病床数、

医療観察法病棟を除いた病棟数と関連して

いた。 

6) 医療観察法に必要な人材育成に関する

研究(賀古班) 

アンケート調査の依頼文書を調査対象施

設へ郵送し、Google®フォームでアンケート

を実施した。合わせて 1,777 施設に依頼し、

321 施設から回答が得られ、指定入院医療

機関の医療従事者 352 名から回答が得られ

た。 

指定入院医療機関の調査では、新任者に

対する教育・研修が 67％で実施されていた。

医療従事者（新任者に限らず）に対する施

設内での教育・研修が 67％で実施されてい

たが、不定期開催が大部分で、時間や人員

の制約から十分な教育・研修は行われてい

なかった。 

 指定通院医療機関（病院・診療所）と地

域の支援機関（訪問看護ステーション、相

談支援事業所、就労支援事業所、グループ

ホーム）の調査では、施設内での教育・研

修を 行っ て いる 施設 はそ れぞ れ 17％ と

22％にとどまり、施設外の研修への参加者

も少なく、教育・研修の機会は非常に乏し

かった。 

 大学で精神医学を担当する教室の調査で

は、医学生に対して医療観察法の講義を行

っているのは 69％で、単回の講義が大多数

であり、実地研修はほとんど行われていな

かった。精神科専門研修プログラム基幹施

設の調査では、専攻医に対して医療観察法

の講義を行っているのは 23％で、実地研修

が行われているのは 13％のみであった。  

 

Ｄ．考察  

1) 通院医療  

医療観察法の標準的な処遇では、入院処

遇を経て地域処遇（通院処遇）に移行する。

処遇終了後は精神保健福祉法による一般精

神医療の継続が想定される。医療観察法の

運用状況を把握し課題の整理やその解決を

図るには、全経過の実態を正確に把握しな

ければならない。入院データベース事業に

より入院処遇の実態は把握されているが、

通院処遇に関しては同様のデータベースは

存在せず、通院処遇モニタリングシステム

の構築が不可欠である。しかし、指定通院

医療機関は令和 5 年 4 月 1 日現在、病院 603

施設、診療所 94 施設に及ぶ。さらに訪問看

護ステーション 695 施設、薬局 2,677 施設

が存在する。調査対象施設が膨大な数に及

び、実行性の高い通院処遇モニタリングシ

ステムの構築が求められる。本研究で示し

た、インターネット回線を利用した EDC シ

ステムによるデータ入力とクラウドサーバ

ーによるデータ保存・管理はこれらの条件

を満たす。また、研究開発から事業化の段

階に進む際は費用対効果が強く求められる。

類似の既存システムから費用を推定したが、

比較的安価であり実現可能な範囲内と考え

られた。令和 6 年度は事業化を視野に入れ、

費用の概算を示す予定である。  

 各種指標からすると医療観察法対象者の

予後や転帰は良好であることが知られてい

るが、複雑で多様なニーズを持つ通院事例

の地域支援は関係機関による手厚い医療の

自発的提供によって支えられているところ

が大きい。一方、複雑で多様なニーズを持

つ対象者のプロフィールや提供されている
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医療の詳細は不明のままであった。  

指定通院医療機関が困難さを抱く対象者

のプロフィールとして、男性、精神保健福

祉法入院、問題行動、他害行為、処遇の延

長が抽出された。急性増悪や他害・問題行

動の未然防止に関して困難さを感じている

実態が示された。通院複雑事例では信頼関

係構築と情報共有に人的資源を投入してい

る実態が明らかとなった。  

 通院事例の主な課題やニーズを分類し、

それらに対する支援例 (good practice)を

まとめた。新しい試み・工夫としては、指

定入院医療機関による通院医療機関のサポ

ート、急性増悪時の入院受け入れ (バックア

ップ体制)、警察との密接な連携などが行わ

れていた。 

 このような個別の手厚い医療の提供が普

及し継続されるには、経済的裏付けは不可

欠である。現行の診療報酬制度の対象でな

い医療行為であっても、その必要性を検討・

評価する必要があろう。 

2) 入院医療  

 入院データベース事業では指定入院医療

機関の機能を示す指標が定期的に報告され、

パフォーマンス指標と呼ばれる。パフォー

マンス指標には、入院期間、特殊療法、行

動制限、転帰などが含まれ、指定入院医療

機関の均てん化に役立てられる。指定入院

医療機関には入院期間の短縮と同時に、処

遇終了率を抑え、通院処遇へのすみやかな

移行が求められる。本研究では、通院処遇

移行までの期間、処遇終了率それぞれと関

連する要因が明らかとなった。平均在院日

数は、地域関係機関との連携や病院機能と

の関連性が推定された。また、処遇終了率

は病棟スタッフの性比、倫理会議頻度、病

院全体の規模などと関連することが明らか

となったが、その解釈は困難であり、さら

なる調査が必要であった。引き続き、通院

処遇移行までの期間や処遇終了の運用に対

する施設要因を明らかにし、均てん化のた

めの方策を検討する必要がある。  

指定入院医療機関の医療のてん化にとっ

て入院処遇ガイドラインに示されたクリテ

ィカルパスは大きな効果を示すと考えられ

る。クリティカルパスは対象の共通性に着

目して効果的かつ効率的な医療の提供を目

的とする。一方、対象者は医療・保健・福

祉領域の複雑で広範なニーズを持っており、

個別性の高い治療やケアを必要とする。ク

リティカルパスの要求する共通性だけでは

対象者の持つ個別性を補いきれないことも

あり、クリティカルパスの使用率が低値に

留まっている可能性がある。  

クリティカルパス導入の意義として、「入

院期間短縮」と「職員教育」に重点を置き、

「導入時期の目安のチェックシートとして

のシンプルな構造」や「プロセス重視の方

向性や目標設定」に焦点を絞り検討を進め

ることとした。このことによりクリティカ

ルパスの自由度が高まり、対象者の持つ個

別性に応じた柔軟性の高いクリティカルパ

スが期待される。また、その普及も期待さ

れる。 

3) 医療観察法にかかる人材育成  

現状の教育・研修体制、従事者の実態に

関するアンケート調査結果から、指定入院

医療機関、指定通院医療機関、大学、精神

科専門研修プログラム施設のいずれも、司

法精神医学に関する教育が不足している実

態が明らかになった。その原因である時間

や人員の制約を克服するために、オンライ

ン・オンデマンド研修や全施設共通の導入

研修、系統的な教育システムの構築が必要

と考えられた。 

 

Ｅ．結論  

 医療観察法の運用状況を把握し課題の整
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理やその解決を図るには、全経過の実態を

把握しなければならない。引き続き通院処

遇モニタリングシステムの開発と導入が必

要である。 

 複雑で多様なニーズを持つ事例の地域支

援は関係機関による自発的な手厚い医療の

提供によって支えられているところが大き

い。現行の診療報酬制度の対象でない医療

行為であっても、その実効性を検討して評

価する必要がある。 

 指定入院医療機関の均てん化のためには、

さらに施設間の格差が生じている要因を明

らかする必要がある。また医療観察法の対

象者の特性に見合った自由度の高いクリテ

ィカルパスの開発とその普及が必要である。 

 医療観察法医療に関する教育や研修の不

足が指摘され、時間や人員の制約を克服す

るために、オンライン・オンデマンド研修

や全施設共通の導入研修、系統的な教育シ

ステムの構築が必要と考えられた。  
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